
労務費の適切な転嫁のための関係省庁連絡会議について 
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 中小企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保できるよう、労務費の転嫁を

促進していくため、内閣官房と公正取引委員会により、「労務費の適切な転嫁

のための価格交渉に関する指針」を令和５年 11月 29日に策定、公表した。 

 この指針の実効性を高めていく観点から、事業所管省庁に対して、業界団体

を通じた指針の徹底を図らせるため、労務費の適切な転嫁のための関係省庁

連絡会議を開催する。 
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